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は じ め に.
今 日,排 気 ガス低減技術 の開発は,自 動車産業 にお ける国際競 争 ・提携 の焦
点 とな って い る。 ア メ リカにお け る1970年大気清 浄化 法修 正 法(CleanAir
ActAmendments。f1970;以下,マ スキー法 と略称 す る).の成立 と,ユ971年
の環境保 護庁(Enviro㎜entalProtectionAgency;以下,EPAと 略称 す る)
の設立を画期 として,各 国自動車企業 は低公害 自動車開発競争 を開始 した。以
来,実 用化 され て きた代 表的 な排 気 ガ ス低 減 技術 には,触 媒 コ ンバー ター
(ビッグス リー),CVCCエ ンジ ン(本 田技研工業),燃 料燃焼 の電子 制御技術
(日産 自動 車),直 噴 デ ィーゼルエ ンジ ン(三 菱 自動車),ハ イブ リ ッドエ ンジ
ン(ト ヨタ)な どが ある。最近では,次 世代低公害 自動車 の主役 と目され る燃
料電池の開発 をめ ぐって,企 業間での競 争 ・提携が活発化 してい る。
低公害 自動車 開発 をめ ぐる企 業間提携 の特徴o一 つ は,自 動車企 業 と石油精
製企業 の間で の産業部門 を越えた協力 関係が成立 してい ることであ る。燃料電
.池開発 の場合,自 動車企業GM一 トヨタ連 合は,石 油企業エ クソ ンモー ビル と





















1950年代半 ばに,ロ サ ンゼルスで光化 学スモ フグが発生 し,1960年代 には大
.都市部 にお ける大気汚染問題が一層深刻化 した。その原 因 として自動車排気 ガ
ス中の有 害物 質が指摘 され,1960年代半ばには,ア メ リカ自動車企業へ の批判
が強 まっていた3)。そ して,1970年12月には,全 米 初 の本格 的な大 気汚染防止
2)ア 垂ウカ自動車 産業成立期の両 産業の関係 については,大 東による、石油精製産業の技術革新
に よるガソリ ン大量生 産の実現 が,自 動 車産業の発展の条件 となった とい う指摘 がある。(大東
英祐 「アメリカにおける大量生 産システムの形成基盤.......一自動車産業 の生成 を中心 と して 」
(東京大学社会科 学研 究所編 『20世紀 システム2経 済成長〔2)基軸』東 京大学 出版会 一998
年)第3章 しか し,ア メ リカ自動 車 ・石油産業が本格的に環境対策をすす めた/970年代 の両.者の
協力関係 について論 じた ものは存在 しない。
3)た とえば,1969年,ジョンソ ン大統領 が,自 動 車製造業者連 盟(Auてomo丘veM臼1mfaじmrels/
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法 とて しマスキー.法が制定 され,1971年1月には同法 を所管す るFPAが 設立
された。
マ ス キー法 は,自 動 車 企業 に対 して,炭 化 水 素(HC)お よび一酸 化炭 素
(co>につ いては1975年以 降,窒 素酸化 物(NOx)に ついて は1976年以 降に,
現行 の90%以上 を削減す る とい う厳 しい排 気ガ ス規 制を課 した。 マスキー法の
成立 によ って,ア メリカ乗用車市場に参入 していた各国自動車企業 は,急 速か
つ飛躍 的な排気 ガ.ス技術開発を要請された。 とりわ け,ア メ リカ自動車企業に
とって,マ スキー法基準の達成は,ア メ リカ乗用車.市場 にお ける生 き残 りを賭
けた競争条f牛となった。
アメ リカ自動車企業は,都 市部 における大気汚染問題の深刻化 と自動車産業
に対す る批判を受けて,1960年代 よ り排気 ガス技術 開発 を本格化 させ ,1960年
代末に は,触 媒 コンバー ター方式 の採用で一致 を見 ていた。1970年1月14日に
は,コ ー ルGM社 長(EdwardF.Cole>が,デトロイ トで開催 された 自動 車
技 術者協 会(SocietyofAutomotiveEngineers,inc.)の会 合の席上で,GMが
自動 車排気 ガスの連邦基準 をみたすために触媒 コンバー ターの搭載 を計 画 して
いる ことを発表 し,フ ォー ドとクライス ラー もこの発言 に賛同 した4}。
しか し,マ スキー法制定後,排 気 ガス技術 開発 におい てブ レー クスルーを果
た したのは,ア メ リカ自動車企業 でな く日本 自動車企業であ った。本田技研 は,
CVCCエ ンジ ンを,東 洋:.J:業は ロー タ リー ・エ ンジンを開発 して,1970年代
前半 には,マ ス キー法基準 を達成 した。 さらに,触 媒 コンバー ター方式 は,排
気 ガ.ス公害 を克服す る決定的 な技術 とはな りえなか った。 アメ リカ自動車企業
は,ユ975年,1976年の基準 を達成で きず,EPAに 対 して 目標達成期 限の延長
を追 った。結果,マ スキー法 においては全米規模で の大気清浄化実現の期限が
＼Association:AMA)内で締 結 さ れ た 排 気 ガス 低 減 装 置 を特 許 料 な しで 相 互 提 供 す る こ と を定
め た協 定(1955年締 結)を,排 気 ガ ス技 術 開 発 競 争 を制 限 す る もの で あ り,反 トラス ト法 に違 反





成 は1991年まで延期 され だ 〕。結 局,ア メ リカ自動車企業 に よるマ スキー法基
準 の達成 は,1981年にまで遅延す るこ とにな った。 しか も,そ の基準達成 は,
トヨタが改良 した三元触媒 コンバー ター と,日 産が開発 したエ ンジ ン内燃焼 の
電子的制御技術 の導入に よって実現 され,結 局,日 本 自動 車企 業の技術力 に依
拠す る ものだ っだ ㌧
この排気 ガス技術 開発 の遅れ は,低 燃費技術開発の遅れ と並 んで,1970年代
にアメ リカ自動車企 業の競 争力が弱体化 した一因 とな っている。1970年代以 前
には,ア メ リカ自動車 企業 は,高 圧縮エ ンジンを搭載す る中 ・大型車市場 を中
心 に,.アメ リカ乗用車市場 において強固 な独 占体制 を築い ていた。 しか し,
1970年代の アメ リカ乗 用車市場 においては,マ スキー法の成立による排気 ガス
規制強化 とオ.イルシ ョックに よる ガソリン価格高騰に よって,低 燃 費 ・低公 害
の 自動車 に対 す る需要が急拡大 した。 このような需要構造の変化を前 に して,
..高 出力 の中 ・大型乗用 車を主力 としていた アメ リカ自動車企業は,低 公 害 ・低
燃費 の小型乗用車を主力 とす る日本 自動車企業の前 に,市 場 シェアの低 下を余
儀 な くされた。そ して,1970年代 のオ イルシ ョックを契機 とす る小型車市場 の
急拡大期 には,ア メ リカ自動車企業 は経営危機 に追い込まれる ことにな った㌔
このよ うに,口 米 自動車企業 の競争関係だ けを取 り出 してみれば,ユ970年代
は,日 本 自動車企業 に対 す るアメ リカ 自動車企業の敗北の プロセスである。 し
か し,裏 を返せば,ア メ リカ自動車企業 は,高 公害 ・高燃費の大型乗用 車を生
産 して きた に もかかわ らず 低公害 ・低燃費車の需要増大 とい う経 営環境 の激
変 を堪 えて いるとい うこともで きる。で は,ア メ リカ自動車企 業が,ア.メリカ
乗用車市場 に踏み とどまることがで きた条件 は何であ ろうか。
5〕 水 谷 洋 一 「ア メ リカ に お け る自動 車 排 ガ ス規 制 の 歴 史〔2〕.博一 橋研 究 」 第 ユ6巻第1号1:通 巻91
号),1991年4月,177-179ペー ジ.
6〕"EPA,FactSheetOMS-12,"EPA400-F-92-O】4,August19'W.
7〕 平 野 健 「GMの 「戦 略 的 再編 計 画」 の展 開 過 程一 「日本 的 生 産 方 式1と ア メ リカ 自動 車 企
業 の合 理 化 〔1:一」ro済 論 叢 」M149巻第4・5・6号,1992年4・5・6月 に拠 る。
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低公害 自動車開発 について見れ ば,フ ォー ドは,1960年代 末よ り,ア メ リカ
石油精製企業 の協 力を得 て,排 気 ガス低減のための産業間共同技術 開発機構 を
組織 し,触 媒 コンバー ター方式 の開発 と実用化の 目処をたてていた。 そ して,
アメ リカ自動車企業 は,触 媒 コ ンバー ター方式を一致 して採用 し,ま た,ト ヨ
タ,日 産,三 菱 自動車 な ど日本 自動車企業に も触媒 コンバー ター方式 を選択 さ
せ,辛 う じてマスキー法 の要求 を満たす ことが可能 とな った。す なわ ち,ア メ
リカ自動 車企業 は,1970年代 を通 じて,排 気 ガス技術 開発競争 の激化 を抑制す
る戦略を採用 している。
そ こで,次 節で は,そ の発端 とな った,フ ォー ド自動車 とモー ビル石油が中
心 に組織 した産業 間排気 ガス削減技術 開発計画 につ いて見 ていきたい。
2ア メリカ自動車 ・石油精製企業による排気ガス技術開発
ユ967年4月,フ ォー ド自動 車 とモー ビ ル石 油 は,IIEC(lnter-lndusrry
EmissionControlProgram;産業間排気 ガス制御 プログラム)を 組織 した。
この組織 は,ア メ リカ石油精 製企 業 と各 国自動車企業が参加す る,業 際的,国
際 的な排気 ガ.ス低減のための共同技術 開発機構であ る。
IIECの当初 の 目的は,1940年の ロサ ンゼ ルスの水準 にまで排気 ガスを低減
させ るこ とであ ったが,マ スキー法 の成立 とともに同法の基準達 成に変更 され
た。第 一次 産業 間排気 ガス制御 プロ グラム(IIEC一ユ)は,1967年か ら1973年
まで の足か け7年にわたって活動 した。 さらに1974年1.月,マスキー法 によっ
て要求 され る排 気 ガス基準 を満たす ことを目指 して,IIEC-1は,IIEC-2に拡
大 され た9}.第1表に,IIEC…/およびIIEC-2への参加企 業を示 した。 同義 に
よれば,IIEC-1には,7社 の米 日欧 自動車企業 と,6社 のア メ リカ石油精 製





第1表IIECへ の参 加 企.業
〔345}79
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E凋庶物 η伽 肛π躍P㎏ ηz那2(IIEC.烈1う09鷹∫ReportNo.4,1978より作成.
リ カ 石 油 精 製 企 業 が 参 加 して い る こ と が わ か る 。
こ れ ら 参 加 企 業 か ら は,IIECの 共 同 研 究 に 対 し て,1967年 か ら1972年の5
年 間 に 約2000万 ド ル の 費 用 が 提 供 さ れ た 。 ま た,IIEC-2に対 して は,1974年
か ら1977年ま で の 問 に,さ ら に1100万ドル が 投 じ ら れ た 。.各企 業 は,研 究 テ ー
マ と研 究 費 の 割 当 を 受 け,数 ヶ 月 ご と に ミ ー テ ィ ン グ を 開 い て ,排 気 ガ ス に 関
す る エ ン ジ ンの 基 本 的 な 性 質,各 々 の ガ ス の 制 御 方 法,制 御 に 用 い る 装 置 の 性
能,耐'久 性,加 」:法,経 済 性 に つ い て の 情 報 を 共 有 し た 。 ま た,参 加 企 業 は
IIECと,各 企 業 が 所 有 す る排 気 ガ ス技 術 に 関 す る 特 許 と ノ ウ ハ ウ を 相 互 に 利
川 す る権 利 を もつ 協 定 を 結 ん だ 。
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触媒 コ ンバー ター方式 は,IIECに参加す る企業が主体 とな って開発 された
装置であ る。第2表 に,参 加企業 の取得 した特許 を示 したが,同 表 によれ ば,
IIEC参加企業 は,触 媒 コ ンバー ター方式にかかわ る主要 な特 許 を所有 してい
ることがわか る。以下,次 章以 降で の分析 に必要な限 りで,触 媒 コンバー ター
の技術 的特徴 について述 べておきたい。
第一 に,触 媒 コンバー ター とは,自 動車のマ フラー部 に装着 し,白 金触媒 な
どを用いて排気 ガス中の有害物質 を除去す る装置であ る。触媒性 能が排気 ガス
低減能力を決定するがゆえに,触 媒開発が技術 開発 上の急所 とな る。触媒 開発
においては,石 油精 製企業が蓄積 してきた化学技術が生かされた。石油精製 プ
ロセ スにおいては,原 油 の脱硫 プロセス,溜 分の分解 ・改質 プロセスな どにお
いて,化 学反応 を促 進させるために各種触媒 を用 い る。触媒性能 が石油精製能
力 を規 定す るため,石 油精 製企 業 は触媒 技術 を蓄積 して きた。触媒 コ ンバー
ター は,石 油精製企業 の触 媒技 術 の蓄積 な しには誕生 しなか っだ)。触 媒 コ ン
バー ターの基礎研 究の担 い手 は石油精製企業であ り,1970年3月には,モ ー ビ
ル石油が触媒 コンバー ターを発表 してい るL%
第二 に,触 媒 コンバー ターは,マ フラー に:装着す る補助 的装置 であるが ゆえ
に,エ ンジン仕様 の変更 を要 求 しない。 したが って,触 媒 コンバー ターは,自
.動車産業全体に普及する ことが比較的容易であ った。 これに対 して,ホ ンダの
CVCCエ ンジ ンや マ ツダのロー タリー ・エ ンジ ンは,エ ンジ ン自体 の開発 に
よって排気 ガス低減を達成 した。 自動車企業 にとってエ ンジン部分 は最 も核 と
な る技術 であ り,特 許料 が高額 とな るため,CVCCエ ンジ ン,ロ 三 夕リー ・
エ ンジ ンの 自動車産業全体へ の普及 はすす まなか った。1973年の時点で,GM,
フ ォー ドともに,ホ ンダのcvccエ ンジ ン,マ ツダの ロー タ リー ・エ ンジ ン
生産のための ライセ ンス取得 に動いていた1㌔ だが,ア メ リ.力自動 車企業 の販
9)岡 本和 理 『自動 軍 用 エ ンジ ンの 性 能 と歴 史」 グ ラ ン プ リ出版,1991年,157一ユ58ペー ジ。
10)「輸 送=モ ー ビル の 実 験 車 」 『PETROLEUMPRESSSERVICE〔H本 語 版)」1970年4月 σ
11)水 谷,前 掲 論 文.159ペー ジ。
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第2表IIEC-1,2..Fの企 業 の特 許取 得
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売す る1976年新車 に採用 されたの は,触 媒 コンバ ー ター方式であ った。 また,
日本の トヨタ,日 産,三 菱 自動 車 は,ア メリカ 自動車産業か ら技術導入 し,触
媒 コンバー ター方式 による排気 ガス削減 を志 向 した。 それ を可能 に した....一条件
は,触 媒 コンバー ター導入の技術 的な容易 さで ある、
アメ リカ自動車企業 に とっての,IIECとい う業際的 ・国際的 な共同研 究 プ
ログラムを組織す ることのメ リッ トは,他 企業 の研究開発の成果 を摂取で きた
ことであ る。す なわ ち,フ ォー ドは,IIECを通 じて石油精製企業 と業 際的な
共同研 究をすす めることによって,触 媒 コンバー ター方式 に排気 ガス技術 開発
の活路 を見 出す ことがで きた。さ らに,IIECに,日 本 自動車企業 が参加 す る
ことによって,フ ォー ドは,三 元触媒 の改良(ト ヨタ),排 気 ガ.スとエ ンジ ン
内燃焼 の電子制御(口 座.)などの 日本企業 による重要 な技術.革新を摂取する上
での協力 関係 の基礎 を構築す ることがで きた もの と考 えられ る。また,ア メ リ
カ自動 車企業 は,IIECを通 じて 日本 自動 車企 業 に触媒 コ ンバー ター方式 を普
及す ることによ って,排 気 ガス低減技術 開発 をめ ぐる国際競争 の激化 とい う事
態 を当面避 ける こともで きた とい えよう。
3排 気ガス技術規格間競争と燃料規格
マ スキー法 の排気 ガス 目標値達成 をめ ぐって,〔1}触媒 コ ンバー ター方式,
(z)CVCCエンジ ン,(3:〕ロー タリー ・エ ンジ ン,(4)ディーゼル ・エ ンジ ンの,
四種の排気 ガス技術 を所有す る企業間で,競 争が展 開され る ことになった。 こ
れ らの排気 ガ.ス技術 は,異 なる規格の燃料 を要求 した。第3表 は,排 気 ガス技
術 と燃料規 格の対'応関係 を概括 した ものであ る。 ここで,.触媒 コ ンバーター方
式が,無 鉛 ガソリンを必 要 とす ることに注 目していただ きたい。
NAS(全 米科 学者協 会)は,EPAか ら,排 気 ガス装置 がマスキー法基準 を
満たすか どうかにつ いての技術的判断 を委託 され,1973年,触媒 コンバ ー ター
搭載車 に対 して,無 鉛 または低鉛 のガ ソリンの使用 を義務づ けた12,。これ は,
12)19ア3年2月,全 米 科 学 ア カ デ ミー(NationalAcademyofSciences:NAS)は,EPAに排 ノ
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第3表 自動.車企 業 の排 気 ガ.ス技 術 と燃 料 規 格
(34臼)83
排気ガス技術 燃料 規 格 企 業
触媒 コ ンバ ー ター 無 鉛 ガ ソリ ン UM,フ ォ ー ド,ク ラ.イス ラ ー,
ト ヨ タ,日 産,三 菱 自 動 車
CVCCエ ン ジ ン 有 鉛 ・無 鉛 ガ ソ リ ン 本田技研
「1一タ リ ー ・エ ン ジ ン 有 鉛 ・無 鉛 ガ ソ リ ン マ ツ ダ
デ ィ ー ゼ ル ・エ ン ジ ン 軽油 フ ォ ル ク ス ワ ー ゲ ン,ベ ン ツ
出所=水.谷洋 ・「アメIJカにおける自動車排ガス規制の歴史1:2}..r-4研究』第16巻筆1.号,1991
年4月を参考に作成。
ガソ リン中の鉛 によって,触 媒 コ ンバー タ.一で使用される白金触媒 の性能が劣
化す るためであ る。
四エチル鉛 は,ガ ソリンのオクタ ン価向上添加 剤 として,1920年代以来,ア
メ リカ石油精製産業 によって使用されて きた。四エチル鉛 の登場 によってハイ
オクガソ.リンが安定 して供給 され るようにな り,中 ・大型乗用車市場拡大の条
.件 が形成 され,ア メ リカ.自動車産業の発 展の基礎 が築 かれ た。 だが,ガ ソリン
か ら鉛 を除去すれば,ガ ソリンの平均オ クタン価 は低 ドす る。 この結果,ア メ
1.1力自動車企業 にとっては,中 ・大型乗 用.車の販売 の条.件が失われ ることにな
る。す なわ ち,触 媒 コ ンバー ター方式は,.アメ リカ自動車企業 にとって,低 コ
ス トでの排気 ガス低減 とい うメリ ットを もたらすが,他 方で は,ガ ソリン ・オ
クタン価の低下を もた ら し,.大型乗用車 を販売す る条件 を掘 り崩すのである。
アメ リカ自動車企業に とっての この矛盾 は,ア メ リカ石油.精製企 業が無鉛 ハ イ
オクガ ソリンの大量生産を実現す ることによって しか解決 しない。
さ らに,ホ ン ダのCVCCエ ンジ ン車,マ ツダの ロー タ リー エ ンジ ン車,
フ ォルクス ワーゲ ンのデ ィーゼルエ ンジ ン車が,す で に石 油精 製産業 によって
大量供給されていた有鉛 ガソ リン,軽 油 を燃 料 としていたのに対 して,後 述す
＼気 ガス低減技術 の審査 を委託 され て提出 した レポー トの中で,.各自動車 メー カーが1975A-IIC,
CO基 準 を達成す る技術 的実現11∫能性 に関連 して,触 媒 ユンパー.・.ター技術 を採 用する場.含には無
鉛 ・.低鉛 ガソ リンを使用す ることを義務づ けている。(水谷,前 掲 論.文,167一ユ68ペジー。)
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る アモ コを除 いては,石 油精 製企業 は触媒 コンバ ー ター搭載車が燃料 とする無
鉛 ガソリンを供給 してい なか った。すで に見た よ うに,ア メ リカ自動車企業 は,
個別企業 として は海外 自動車企 業に優 る排気 ガ.ス技術 を開発す ることがで きず,
IIECを組織 し,石 油精 製企業,海 外 自動車企業 と共 同技術 開発 をおこなうこ
ζによって この制限を乗 り越 えよ うとした。 さらに,ア メ リカ企 業に とっては,
開発 した触媒 コ ンバー ター方式 の実用化 に必要な無鉛 ガソリンが供給 されてい
ない とい う自動車用燃料規格 の制限が存在 していた。触媒 コンバー ター方式実
用化のため には,石 油精製産業が無鉛 ガソ リンを全米規模 で大量 に供給す るこ
と,す なわち,ガ ソリン無鉛化 を徹底す ることが不可欠の条件 であった。 自動
車産業 にお ける排気 ガス技術開発競争に出遅れた アメ リカ自動 車企業 は,石 油
精製産業 に無鉛 ガソリンを大量生産 させ ることを死活 の課題 と したのであ る。
実 際に,ア メ リカ自動車産業 は,石 油精製産業 にガ ソリン無鉛化 を強 く要求
した1ユ}..前述 した,ユ970年1月の自動車技術者協会 の会議席上で,コ ー ルGM
社長 は次 のよ うに述べてい る。
「GMは 自動車排気 ガスの連邦 基準 をみたす ために触媒 コン.バー ターの搭
載 を計画 してお り,白 金触 媒 と有鉛 ガソ リンとが両立 しがたいため,ガ ソ
リン含鉛量の段階的削減 もしくは完全 な無鉛化が求め られ る。」且4}
これ は,石 油精製産業に対 してガ ソリン無鉛化 を要請す る,ア メリカ自動車
産業の最初の公的な メ ッセージであった。
さらに,自 動車企業 はEPAに 対 して もガ ソリン無鉛化 の早期実現 を強 く要
求 してお り,EPAは これ を受 けてガ ソ リン含鉛規制 を実施 し,石 油精製産業
にガソ リン無鉛化 を強制 しだ%







アメ リカ自動車 ・石油精製企業 のマスキー法へ の対応(351)85
の よ う に 対 処 し た の だ ろ う か 。 こ の 問 題 に つ い て ,次 章 で 検 討 す る
II石油精製企業によるガソリン無鉛化
1ガ ソリン無鉛化と製油所の高度化
1970年1月のコールGM社 長 に よるガソ リン無鉛化 要請発 言 に対'して,.大
手石油精製企業 は 噛
「石油精製会社 と しては,自 動車 メーカーが無鉛 ガソ リンを使用 で きるエ ン
ジ ンを開発 しさえずれ ば,即 座 にガソ リン中の鉛を除去す る」属0:脚
と声明 し,ア メリカ 自動車企業への協力 を表明 した。 しか し,現 実 には,石 油
精製産業全体 としては,無 鉛 ガソ リンの大量供給 をただちに実現す ることはで
きなか った。
アメリカ石油精製産.業は,.四エチル鉛 を,ガ ソリンのオクタン価 向上添加 剤
と して使 用 して きた。 川エチ ル鉛 は,1920年代 にGMの 技術.者が開発 した も
.の で あ り,GMと エ ク ソ ン(当 時StandardOilofNewJersey,現 在 は
ExxonMobil)が共 同で設立 したエ チル社(EthylCoエp.)が生産 ・販売 して き
た。 ア メ リ カ石 油 精 製 企 業 の ほ と ん ど は,エ チ ル の フ ラ ンチ ャ イ ズ
(EthylizedGasoline)を取得 し,四 エチル鉛 を購 入 して,ガ ソ リンに添加 して
ハ イオ クガ ソリ ンを供給 して きたユη。 唯一の例 外 は,後 述す る アモ コ(当 時
StandardOilCo.ofIndiana,現在 はBPAmoco)で ある。
1970年当時,石 油精製産業全体 としては,鉛 添 加の もとで プ レミアム級100
オク タン,レ ギ.ユラ一級94オクタンを達成 していた。 しか し,鉛 を添加 しなけ
れ ば,ガ ソリンの オクタン価 は,プ レミアム級95オクタン,レ ギ ュラー級87オ
16)「 デ トロ イ ト 拍 動 車 業 者)が 吹 きな ら した 無 鉛 ガ ソ リ ン要 求 に対 して,い くつ か の 石 油 会 社
が声 明 を発 表 した。 大 部 分 の 声 明 の趣 旨は,石 油精 製 会社 と して は,自 動 車 メー カー一が 無 鉛 ガ ソ
リ ンを使 用 で き るエ ン ジ ンを 開 発 しさ え ず れ ば ,即 座 に ガ ソ リ ン中 の鉛 を除 去 す る とい う もの で
あ ワ た。」 〔「ガ ソ リ ンエ ン ジ ンの 大 気 汚 染 と そ の 対 策 」WE'IROLEUMPRESSSERVICE(日




クタンにまで低下 した尉。 したがって,石 油精製 産業 に とっては,鉛 添加 に代 『
わ るオ クタン価向上の手段 を採 用する ことが必須課題 となった。だが,鉛 に代
わ るオ クタン価向 ヒ剤の開発はすすまなかった'%
アメリカ石油精製企業に残された現実 的なオクタ ン価向上の手段 は,製 油所
を高度化 して芳香族系炭化 水素な どのオク タン価 の高い石油製品 を生産する こ
とで あ った。だが,石 油精製産業は,製 油所 の高度化 のため に,40億ドルの設
備投資 を負担す ることにな ると予想 された2%さ らに,全 米 的に無鉛 ガ ソリン
を販売す るため に,給 油所 タンク,タ ー ミナルの出荷施設の増設のために も
設備投資 を迫 られ るこどにな つだ1}。
大手石油精製企業は,従 来,自 動車 ガ ソリン需要の増大 と,エ ンジン性能 の
向上 による.ハイオクガソ リン需要の増大 に対応す るため製油所の高度化 をすす
めて きていた。 しか し,大 手石 油精製企業 に とっても,ガ ソリン無鉛 化のため
の製油所高度化の負担は太 きか.つた。1972年,テキサ コ社 長は,ガ ソリン無鉛
化政策 の実施 を発表 したEPAに 対 して,ガ ソリン含鉛規制 の緩和 を要求す る
発言 を して いる221。さ らに,業 界の7割 を占める中小 石油精製企 業 は,有 鉛 レ
ギ ュラーガソ リンを中心に生産 し製油所 を高度化 して こなか った。無鉛 レギ ュ
ラーガ ソリンを生産す ることは不 可能だっだ ㌔
18)同 上,141〔21)ペー一浩
19)そ の後,MTBE(メ チ ル ト リブチ ルエ ー テ ル)な ど の オ ク タ ン価 向 上 剤 が 開発 さ.れる。
20)ゲ テ ィー ・オイ ル とテ キ サ コ ば,無 鉛 ガ ソ リ ン生 産 に伴 う設 備 投 資 コ ス トの堆 加 につ い て次 の
よ う に述 べ て い る 。 ゲ ッテ ィ ・オ イル 「デ ラ ウ ェ ア市 にあ る14万バ ー レル/日 製油 所 で は,無 鉛
ガ ソ リンの み を 製 造 す る場 合 に417000万ドルの 投 資 を必 要 とず る と推 定 して い る(製 品 は レギ よ
ラー ・ガ ソ リ ン)。1(「.石油 産 業 と環 境 保 全 」rPFTR〔}1,RUMPRESSSERVICE〔日本 語 版 〕1
19705E4月,123〔3>ページ)。 ま た,テ キ サ コ社 長 エ プ レ イ.(MarionJ.Epley)「石 油 産 業 が 新
型 軍 用 に無 鉛 ガ ソ リ ンを 製 造 しよ うとす れ ば,約 ω 億 ドルの投 資 が必 要 に な る 」 と述 べ て い る。
〔「ガ ソ リ ン エ ン ジ ン の 人 気 汚 染 対 策 とそ の 対 策 」 『PETROLEUMPRESSSERVICE{日 本 語
版)11970年4月,141(2Dペー ジ)。
21)「 産 業 全体 と して み れ ば,新 ガ ソ リ ンを加 えた3等 級 ガ ソ リ ンへ の切 替 え に は,給 油 所 の設 備
や タ ンク の増 設,タ ー ミナ ル の 出 荷 施 設 の 追 増 な どに10億 ドル を必 要 とす る で あ ろ う。.1(1自動
車 ガ ソ リ ン:無 鉛 か ゼ 低 鉛 か?」 『PETROLEUMPRESSSERVICE(日 本 語 版)11970年6月,
226(26)ページ)6
22)「鉛 の 問題 」1YETROLEUMPRESSSERVICE(H本 語 版)』1972年6月,227(31)ペー ジ。
23)「2等 級 ガ ソ リ ン元 売 り会 社 石 油業.界の70%を 占 め る一一 は,ア メ リカ の道 路 を走 る9400/
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ァメリカ自動車企業 は,触 媒 コ ンバー ター方式実用化 の必須条件 と して ガソ
リン無鉛化 を急 ぐため,石 油精製産業 との調整 を余儀 な くされ ることにな った。
2石 油精製企業に対する自動車企業の譲歩
ガソリン無鉛化 を実現す るために,ア メ リカ自動車企業は石油精製産業の要
求を受 け入れ て,二 点 において譲歩 した。
第....一に,ア メ リカ自動車企業 は,自 動車エ ンジ ンの仕様 を変更 し,エ ンジ ン
の圧縮比 を引 き下げた。 アメ リカ 自動車企業が従来生産 していた高圧縮比 エ ン
ジン(圧 縮比10:1)は オクタン価96のガ ソリンを要求 したが,低 圧縮比 エ ン
ジ ン(圧 縮比8.35:1)に仕様 を変更す ることに よ り,オ クタン価91の低 オク
タン ・ガソ リンを使用で きるよ うになつだ41。
アメ リカ自動車企業 は,従 来,高 圧縮比エ ンジンを搭載 する中 ・大型乗用車
を電力商品 として土座 ・販売 して きた。に もかかわ らず,エ ンジ ン性能 を低下
させ.る製品戦略 を採用 した こ とは,石 油精製産業 の生 産力 の限 界,こ の場合 は
オクタン価 向上能力の限界 によって,ア メリカ自動車企業 の製品戦略が制約 さ
れた ことを意味す る。
第二 に.ア メ リカ自動車企業は,当 面,若 干の鉛 をガソ リンに添加す ること
につ いて も認 めた。石油精製産業は アメ リカ自動車企業 に対 して,ガ ソリンに
若干 の鉛添加 を認 め ることも要求 しだ51。ア メリカ自動車企業 は,1971年型新
車 の うちのか な りの車種 は有鉛 ガソリンの使用 を可能 にす ると答え,石 油精 製
企業の要求に こたえたε6b
＼ 万 台 の 車 に 対 す る 自社 シェ ア の ガ ソリ ン供 給 を つ づ け る一 方,今 後拡 大す る新 低 オ ク タ ン ・ガ ソ
リ ン市 場 に 対 処 しな けれ ば な らぬ と い う問 題 に 当 面 す る 。」(「自動 車 ガ ソ リ ン;無 鉛 か,低 鉛
か?」 「PETROLEUMPRESSSERVICE(日 本 語 版)」1970.年6月,226〔26)ベージ.)
24)「大 気 汚 染:精 製 業 者 の.†1張反 駁 さ れ る」 「PetroleumEconomist(日本 語 版)11974年5月,
191,:31)ペー ジc
25}「 自動 車 ガ ソ リ ン1無 鉛 か,低 鉛 か?」rPETRULETTMPRESSSERVICE(日 本 語版)』]970
年6月,226(26>ペー ジ。
26)1.ガソ リ ンエ ン ジ ンの 大 気 汚 染 対.策と そ の 対 策 」 『PETROLEUMFRESSSERViCE(日 本 語
版)』1970年4月,141〔21>べ・一ジ。
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こうした状況 をふまえれば,ア.メリカ自動車企業 による全車種 への触媒 コ ン
バ ー ターの搭載が,1976年新車 にまでずれ こんだ要因 は,石 油精 製産業 による
製油所の高度化がす ぐには進まず,ガ ソ リン無鉛化が遅延 したためだ と考 え ら
れ る。 また,UM,フ ォー ドが,1970年に触媒 コ ンバー ター方式の採 用 を決定
した後 も,ロ ー タリー ・エ ンジンやCVCCエ ンジンの採用 を オプ ションと し
ていたの も,ア メリカ石油精製産業 によるガソリン無鉛化 の実現 の可能性が不
確実であ った ことが一つ の理 由であ った といえ よう。
以上の アメ リカ自動車企業の譲歩 をふ まえて,よ うや く,石 油精製産業 は無
鉛 ガ ソ リンの生産 に踏 みだ し,ユ970年末 には,テ キサ コ,ク ラー ク,シ テ ィ
ズ ・サー ビスな ど20数社が,無 鉛 ・低鉛 の91オクタンガ ソリンの販売 を開始 し
た2%し か し,ア モコを除いては,無 鉛 ハイ オクガソリンを生産す る石油精 製
企業は,1979年まで存在 しなか った28,。すで に述べ たよ うに,ア メ リカ白動 車
企業 の要求は無鉛 ハイオクガソリンの大量生産で ある。当時の アメ リカ石油精
製企 業の中で,こ の要求 に応え うるのは,無 鉛 ハ イオクガソ リンを生産 ・販売
して きた唯一 の石油精製企業 アモ コであ った。 アモコは,1970年代 を通 じて,
製油所 の高度化 を牽引 し,触 媒 コンバー ター普及 の条件 を積 極的 につ くり出 し
てい くことになる。
3ア モコによるガソリン無鉛化の牽引
アモコは,1911年にス タンダー ド・トラス トか ら独立 して以来,石 油精製技
術 の革新 をすす め,1920年代初頭 には,無 鉛 ガ ソリン"AmocoGas"の販売 を
始めた。第二次世:界大戦 中には,流 動接触分解 と水 素化改 質プ ロセスの開発 を
すすめ,重 質 ナフサか らオ クタン仙の高い芳香族 を生産 した。1970年まで は,
アモ コが ア メ リカ東 南25州とワ シン トンDCで 販 売 して いた100オク タンの
27)「 ア メ リ カ=低 鉛 ガ ソIJン増 版 」FPETROLEUMPRESSSERVICE]1970年 ユ2月.464(28)
ペ ー..ジ。
28)シ ェ ルf>1979年に,エ ク ソ ン,モ ー ビル は19別年 に,無 鉛 ハ イ オ ク ガ ソIJンの 生 産 を 開 始す る 。
アメリカ自動車 ・石碑精製企業のマスキー法への対応(355)89
"AmocoSuperPre皿ium"が,全米唯一の無鉛 ガソリンで あっだ'1。
アモ コに とって,ア メ リカ自動車企業 による触媒 コンバー ター方式 の採用 は,
自社が独 占的に生産 ・販売 してきた無鉛 ガソリンの生産 と販売 を拡大す る絶好
の機会 と受 け止 められた。1970年1月の アメリカ自動車企業 によるガ ソリン無
鉛 化要 請発言 の後,3月1A.ア モ コ社長(Blaine.J.Yarrington)は,次の
よ うに述べ た。
「千載一遇 の好機であ る。触媒 コンバー ターが排気 ガス低減の現 実的手段 と
了解 された ならば,そ れ はガソリン無鉛化 を意味す る。そ して,わ れわれ
は様. な々や り方で鉛 を除去 して きたのだ」鋤。
実 際に,ア モ コは,無 鉛 ガソ リンの生産能力 の拡充 と販売 の促進 のため に
積 極的 に投 資 を行 った。 アモ コは,1970年,1971年の2年 間 に,石 油精 製部
門 と製品販 売部 門 に1億 ドル投 資 した。 そ の内容 は,芳 香族 の増 産 とブ レ ン
ドのための製油所 の高度化,お よびモ等 級の ガ ソリ ン(有 鉛 プ レミア ム,有
鉛 レギ ュラー,無 鉛 レギュ ラー)を 扱 うための ガ ソリン ・ス タン ドの増 設で
あ る。
そ して,1970年代 を通 じて,ア モ コは無鉛 ガソリン販売量 を拡大 してい った。
1971年に.は,連邦政府 の公 用車で使用す る無鉛 ・低鉛 ガ ソリン9000万ガロ ンを
受 注 した。1974年7月,大部 分の ガ ソリンス タン ドに無鉛 ガソ リンの販 売を要
求する連邦規制が適用 されて,1975年車 に無鉛 ガソ リンの使用が義務づ けられ
た触媒 コンバ ー ター搭載 自動車 の販売が 開始 され る と,無 鉛 ガソ リンの販売量
はさ らに拡大 した。1976年には,ア モ コは 自社販売 ガソ リンの31.6%を無鉛化
していた。 この値は,石 油精製産業平均 の20%を大 きく上まわ っていた。1977
年 には,ア モ コは,全 米1位 の無鉛 ガ ソリ ン販売 者 の地位 を維持 してい た
(シェア11%〉二¶`㌔





エクソン,シ ェル,モ ー ビルな どの大手石油精製企 業は,ガ ソ リンのオク ダ
ン価向上 をエチ ル ・ブラン ドの鉛添加 に依拠 していたため,製 油所 の高度化競
争 において はアモ 白の後塵 を拝す るこ とになった。 これ らの大手石油精製企業
は,ユ970年代に製油所 の高度化 をすすめたが,シ ェ、ルは1979年に,エ クソ ン,
モ ービルは1980年になって,漸 く無鉛ハ イオクガソ リンの生産 を開始 した。
この ように,ア.メリカ石油精製産業 にとって ガソリン無鉛化 は,単 な る有鉛
か ら無鉛 へのガ ソリン規格転換 にとどまらず,ガ ソリンの生産条件の転換を迫
るような競争 条件 の変化 を意味 した。 この変化 は,無 鉛ハ イオクガ ソリンの生
産 に先ん じているアモコにとって は,石 油精製産業内競争で一躍優位 にたつ機
会 を与 えた。
最後 に.,.以..ヒに述べ た ことをふ まえて,ア モコがIIECに参加 し,フ ォー ド
の排気 ガス技術 開発 に協力 した動機 を分析 したい。
まず,ア モコにとって,ア メリカ自動車企業 による触媒 コンバー ター方式 の
採用 は,.石油精製産業 において 自らに有利 な競争条件、す なわち,有 鉛 か ら無
鉛 ヘ ガ.ソリン規格 を変更す る条件 とな.つた。 アモコはIIECに参加する ことで,
この好機 をつ くりだす ことが可 能 とな った といえよ う。 また,フ ォー ドに とっ
て は,ア モ コがIIECに参加す る ことによって,石 油精製企業が製油所を高度
化 すれば.無鉛 ハ イオクガ ソリンの生 産が技術 的に可能であ ることが確認された。
つ まり,ア メ リカ自動車企 業 は,石 油精製産業 によるガソ リン無鉛化は技術 的
には ロ∫能で ある,と の.見通 しをもった上で,石 油精製産業 に対 して ガソリン無
鉛 化を要求す ること.がで きた。そ して,実 際 にアモ コは,製 油所の高度化に よ
るガソリン無鉛化 を牽引す る役割 を果た し,自 動車産業 にお小て触媒 コンバー
ター方 式実 用 化 の条件 を形成 す る役 割 を果 た した。 フ ォー ドとアモ コは,
IIECを基 盤 として触媒 コ ンバー ター方式 と無鉛 ガソリン規格 を開発 し普及す
ることによ って,フ ォー ドは自動車 産業 における排気 ガス技術開発競争を抑 制
し,ア モ コは石油精製産業 にお ける製油所 高度化競争 を活発化 させ,互 いの経
営基盤 の強化 をはか ってお り,こ の点 に両者 の共通の利害があ るといえよ う。
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お わ り に
以上の分析を総括 して,結 論 を述べ る。 自動 車企 業が石油精製企業:ご協 力を
求めるのは,低 公害 「働 車(触 媒 コンバー ター.:〕を実用.化す る うえて,イ.1油精
製企業 によるク リー ン燃料::無鉛 ガソ リン)の 生産.体制 と流1重網の整備を前提
しているためで ある、.また,石 油精製企業が 自動車企 業に協力す るの は,低 公
害 自動 車が 要求す るク リーン燃料の生産を リー ドす るこ とによって,石 油製 品
市場 シェアを拡大す ることが可能 とな るためで ある、
次世代排気 ガス技術 として注 目されている燃料電池 は,メ タノール 〔.天然 ガ.
スを主原料 とす る::,ガ ソリン1::{」.油1,エ.タノ・一ル:.トウモ ロコシ.などのバ イ
オマス)を 燃料 とす る可能'「生を もってい る。現rr寺点では,t*n-t一トヨダの改質
ガソ リン型燃料電池 と,ダ イム ラー ・クラ.イ.スラーーフォー ドの メタ ノ・.一ル型
燃料電池 との開発競争 が激化 しているが,ど の燃 料電池規格が業界標準 となる
か によって,自 動車.用燃 料市場 の シェアは激変す る可能性が ある,、本稿 の結論
をふ まえて,GM一 トヨタとエ クソ ンモ・一ビルが提携す る動 機 につ いて推論す
れ ば,GM一 トヨタは,エ クソ7モ ー ビルが改 質 ガソ リンを供給す る ことで,
改質 ガソリン型燃料電池 の実用化のための条件 の形成 を狙 い,ま た,エ ケソン
モー ビルは,燃 料電池 自動車への ク リー ン.燃料供給 の主導権 を掌握 しようとす
る狙いがあ るのではないか。
燃料 電池開発 をめ ぐる 自動 車一石油企 業間の提 携の分析 につ いては,今 後の
自動車 産業,石 油産業の再編過程 の重要な要素で あ り,検 討課題 としたい。
